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４ 高齢無職世帯 

（１） 実収入は７年ぶりの実質増加 

高齢無職世帯（世帯主が６０歳以上の無職世帯）の実収入は，１世帯当たり１か月平均２３０，３９１

円で，前年に比べ実質０．４％の増加となった。また，可処分所得は２０３，４５５円で実質０．４％の増

加となり，実収入，可処分所得ともに平成８年以来７年ぶりの実質増加となった。 

実収入の内訳をみると，社会保障給付は１９４，８９４円で，実質０．３％の減少となった。 

なお，実収入に占める社会保障給付の割合は８４．６％となり，前年に比べ０．６ポイント低下した

（図２１，表１５）。 

 

（２） 消費支出は実質０．８％の減少 

消費支出は２５３，４０９円で，実質０．８％の減少となった。 

消費支出の内訳をみると，設備修繕･維持などの住居，被服及び履物が大幅な実質減少となった

ほか，教養娯楽，光熱・水道も実質減少となった。また，「その他の消費支出」のうち交際費，諸雑費

も実質減少となった。一方，家具・家事用品，保健医療，交通・通信，食料などが実質増加となっ

た。 

消費支出の費目別構成比をみると，保健医療，食料，交通・通信，家具・家事用品の割合が上昇

し，住居，被服及び履物，教養娯楽，光熱・水道などの割合が低下した。なお，消費支出に占める

食料の割合（エンゲル係数）は，２５．０％と前年に比べ０．３ポイント上昇した。 

また，全世帯の構成比と比べてみると，保健医療，「その他の消費支出」及び食料などの割合が

高くなっている。（図２１，表１５） 

 

図 ２１  高齢無職世帯の家計収支（全国） 
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(３) 平均消費性向は６年ぶりに低下 

平均消費性向は１２４．６％と，前年（１２６．０％）の水準を１．４ポイント下回り，６年ぶりに低下し

た。 

また，消費支出に対する可処分所得の不足分（４９，９５４円）は，前年（５２，８８７円）に比べ縮小し 

た。可処分所得の不足分は，個人・企業年金保険の受け取り（１６，０６９円）を始め，金融資産の取り

崩しなどで賄われている（図２２，表１５）。  

 

図 ２２  高齢無職世帯の可処分所得，消費支出及び平均消費性向の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
<参 考> 「高齢者の世帯（世帯主が６０歳以上）」の世帯属性別分布 
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表 １５  高齢無職世帯の家計収支（全国） 

 
平成13年 14 年

(参　考)
全世帯

構成比(％)

2.38 2.39 2.41 - - -
0.36 0.34 0.36 - - -
70.0 70.5 70.4 - - -

236,288 230,131 230,391 0.4 100.0 -
21,626 19,595 20,311 4.0 8.8 -
8,330 6,962 7,186 3.5 3.1 -

う ち 女 性 8,330 6,962 7,186 3.5 3.1 -
13,296 12,633 13,125 4.2 5.7 -
3,778 4,056 4,906 21.4 2.1 -

203,017 198,958 197,370 -0.5 85.7 -
199,305 196,051 194,894 -0.3 84.6 -

209,647 203,280 203,455 0.4 - -

252,493 256,167 253,409 -0.8 100.0 100.0
61,948 63,164 63,422 0.6 25.0 23.2
6,188 6,489 6,586 1.6 2.6 3.9

19,221 20,123 18,274 -8.7 7.2 6.7
4,792 5,001 4,931 -1.1 1.9 3.8

14,429 15,122 13,342 -11.0 5.3 2.9
19,591 19,409 19,123 -1.0 7.5 6.9
10,922 10,144 10,434 6.1 4.1 3.4
10,092 9,711 8,962 -5.9 3.5 4.6
13,929 14,110 15,390 5.5 6.1 4.1
23,070 23,801 24,069 1.0 9.5 12.4
5,515 5,264 5,192 -1.6 2.0 2.1

11,333 12,425 12,414 -0.1 4.9 6.6
873 707 717 0.8 0.3 4.4

27,664 27,406 26,518 -1.7 10.5 10.0
15,863 15,958 15,051 -5.7 5.9 5.4
65,183 67,591 66,501 * -1.6 26.2 24.3
18,959 20,388 20,446 -0.6 8.1 6.6
34,956 34,766 34,321 -1.0 13.5 9.2
33,081 32,847 31,645 * -3.7 12.5 11.5
26,641 26,851 26,936 *  0.3 - -

(％) 24.5 24.7 25.0 - - -
-42,846 -52,887 -49,954 - - -
-41,784 -51,666 -53,708 - - -

(％) 120.4 126.0 124.6 ** -1.4 - -

(注)  1.　＊印は名目増減率

      2.  ＊＊印は対前年ポイント差

      3.　交際費の増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。
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